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下水道分野に関するインフラマネジメントの取組みについて

資料６



主なスケジュール

・２月21日 第１回委員会
・３月17日 第１次提言

【全国特別重点調査の実施について】

・３月18日 国交省から全国下水道管理者に全国特別重点調査要請
・５月28日 第２次提言

【国民とともに守る基礎インフラ上下水道のあり方】

・12月１日 第３次提言
【信頼されるインフラのためのマネジメントの戦略的転換】
Ⅰ：２つの『メリハリ』と２つの『見える化』による下水道管路マネジメントの転換

Ⅱ：新たなインフラマネジメントに向けた５つの道すじ

○ 国土交通省は、埼玉県八潮市での道路陥没事故を踏まえ、有識者委員会を設置。
○ 今後、下水道等の劣化の進行が予測される中、同種・類似の事故の発生を未然に防ぐため、大規模な下水

道の点検手法の見直しをはじめ、大規模な道路陥没を引き起こす恐れのある地下管路の施設管理のあり方
などを専門的見地から検討。

＜オブザーバー＞
総務省、農林水産省、経済産業省

＜事務局＞

上下水道審議官グループ、大臣官房技術調査課、総合政策局、道路局第３次提言 大臣手交 (12/1)委員会
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下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会 
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第3次提言

12月1日 「信頼されるインフラのためのマネジメントの戦略的転換」

Ⅰ：２つの「メリハリ」と２つの「見える化」による
下水道管路マネジメントへの転換

→提言を踏まえ、国は
〇技術の高度化・実用化（ドローン調査、AI 診断技術など）
〇点検・調査の頻度等の基準化、高リスク箇所への重点支援 等を実施予定

Ⅱ ：新たなインフラマネジメントに向けた５つの道すじ

第1次提言 3月17日 「全国特別重点調査の実施について」
・管径2ｍ以上、設置後30年以上経過の管路を対象に調査を行い、必要な措置を講ずべき。
(優先実施箇所は夏頃、それ以外は１年以内を目処に実施)

全国特別重点調査の結果も踏まえ第2次提言の内容を精緻化第3次提言

埼玉県八潮市の大規模道路陥没を踏まえた第3次提言について

・令和7年1月28日

八潮市で下水道管路の破損
が起因とされる大規模陥没 委

員
会
の
設
置

→3月18日 国交省から全国の下水道管理者に要請

第1次提言

（重要な管路の更新、複線化など）
→6月6日「第１次国土強靱化実施中期計画」に反映
→8月末 令和8年度概算要求

第2次提言 5月28日 「国民とともに守る基礎インフラ上下水道のあり方」
・重要な管路を対象として、点検・調査の高頻度化・高度化(複数手法の活用)を図るべき。
・大規模下水道システムについて、複線化・分散化などによりリダンダンシーを確保（事故・災害時でも
一定の能力を確保）すべき。 等

第2次提言

〇２つの『見える化』 の徹底

〇２つの『メリハリ』が不可欠

〇現場(リアルワールド)に『もっと光』を

〇統合的『マネジメント』体制の構築

〇改革推進のための『モーメンタム』※

※勢い・推進力

方法の高度化

管
路
の
安
全
へ
の
ハ
ザ
ー
ド

（損
傷
の
発
生
の
し
や
す
さ
）

事故時等の社会的影響

スクリーニング調査
または

時間計画保全、事後保全

高頻度化
方法の高度化高頻度化

②再構築の「メリハリ」
（重要な管路の複線化など）

①「メリハリ」の効いた点検・調査
（重要な管路を対象に重点化）

①管理者・担い手にとっての「見える化」 ②市民への「見える化」

点検・調査結果の公表

使用料負担への理解促進

調査・点検のDX化・データベース化
（点検カメラ画像データの保存など）



下水道の確実な老朽化状況の把握
改正の背景・必要性
●今後急速に管路の老朽化が進行
●埼玉県八潮市の道路陥没事故では、亡くなった方1名の他、約120万人の下水道使用の自粛など、地域住民に重大な影響が発生
⇒安全性の確保を最優先とする維持修繕基準の強化が必要

＜診断に関する基準の法制化、維持管理状況の公表＞

〈診断基準のイメージ（政省令等）〉

②併せて、重要管路※１の点検基準を強化 〔政省令等〕
①新設 管路の安全性（状態と対策の要否）を

評価する基準（診断基準）を法制化

改正概要

対策（例）状態（鉄筋コンクリート管の例）健全度区分

緊急に改築を実施
鉄筋が
広範囲
に露出

緊急措
置段階

Ⅳ

改 築 に 向 け 設 計 に
着手

骨材が
広範囲
に露出

早期措
置段階

Ⅲ

応 急 措 置 （ 修 繕 ） を
実施の上、改築時期
を検討

表面が荒れている
状態

要監視
段階

Ⅱ

引 き 続 き 定 期 的 に
点検

異状無し健全Ⅰ

明確な診断を行えるよう
様々な点検方法を試みる
とともに、巡視や地盤改
良等の安全確保措置を
実施

十分な点検ができ
ない等、明確な診断
が難しい状態

診断保留

〈現状〉

鉄筋露出状態

方法頻度区分

人やＴＶ
カメラ等

による点検

５年に１回
以上

化学的弱点箇所
※2

リスク等を
踏まえ

頻度を設定

上記以外

〈強化後のイメージ〉
方法頻度区分

人やＴＶカメラ
等による点検

＋
管厚測定等の

定量点検

３年に１回
以上

化学･力学･地盤的
弱点が重なる箇所

※2

硫化水素濃度が
著しく高い箇所

５年に１回
以上

化学的弱点箇所

力学的弱点箇所

地盤的弱点箇所

10年に１回
以上

上記以外

* 鉄筋コンクリート管に加え、シールド管など構造に応じた診断基準を明確化

* 健全度Ⅲと診断された箇所は、空洞調査を実施するとともに、点検頻度をさらに高頻度化
（例：3年に1回→1年に1回）

※１ 重要管路：大口径の管路や緊急輸送道路に埋設された管路など、事故発生時に多数の
地域住民に重大な影響を及ぼす管路

※２ 化学的弱点箇所：硫化水素による腐食のおそれが大きい箇所
力学的弱点箇所：マンホールと管路の接続部
地盤的弱点箇所：地下水位が高く、地盤が弱い箇所

③新設 老朽化対策への市民の理解を醸成するため、
下水道管理者による維持管理状況（診断結果、対策内容等）
の公表を義務化

【下水道法等の一部を改正する法律】
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下水道の確実な老朽化状況の把握 ＜診断に関する基準の法制化、維持管理状況の公表＞
【下水道法等の一部を改正する法律】

③下水道管理者による維持管理状況（診断結果、対策内容等）の公表を義務化のイメージ
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下水道の戦略的な再構築 ＜構造の原則の明確化、計画的な改築の推進＞
改正の背景・必要性

改正概要

具体の構造基準は政令等で規定

①新設 下水道の構造で考慮すべき原則を新たに追加

●大口径（2m以上）かつ管内水位が高い管路では､平時でも点検・修繕・改築が困難。
●災害・事故時には、迅速に機能を確保することが容易でなく、多数の地域住民に重大な影響。
⇒点検・修繕・改築や、災害・事故時に機能を維持するための応急措置の容易性を考慮した
構造に再構築する必要。

②新設 計画的な改築を推進するため、改築費用を含む収支見通しの作成・公表を努力義務化

点検・修繕・改築や災害時の応急措置の容易性

〈下水道管路の改築のイメージ〉
（老朽管の内側に新管を構築）

〈複線化のイメージ〉

・重要管路（社会的影響の大きい大口径管路等）の複線化

河川

下水
処理場

複線化

〈光ファイバーケーブルによる管路の異状検知のイメージ〉

・重要管路の異状を検知・可視化するセンサーの設置

重要管路
大口径の管路や緊急輸送道路に埋設
された管路など、事故発生時に多数の
地域住民に重大な影響を及ぼす管路

（例）

【下水道法等の一部を改正する法律】
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下水道区域の見直しの手続の明確化
【下水道法等の一部を改正する法律】

【汚水処理施設（整備済み・整備予定区域）の最適化について】
○令和８年度に汚水処理の概成が見込まれるものの、約７4０万人が汚水処理を利用できない状況にあり、将来の人口動態や整備効
果を十分に考慮しつつ今後整備を進める必要がある。

○特に、下水道については、地域特性を踏まえつつ、将来の人口減少や都市計画の動向を踏まえた上で、整備効果が中長期的に持続もし
くは向上する区域に限定して早期に整備することが求められる。

〇また、持続可能な汚水処理の実現に向けた基盤強化を図ることを目指して、整備済み区域を対象にした見直しも重要であり、汚水処理
施設（整備済み区域・整備予定区域）の最適化を行う必要がある。

これまで 今後

ポンプ場

下水
処理場

未整備区域

既整備区域

未整備区域の見直し
（集合処理→個別処理）

集合処理
（下水道）ポンプ場

河川 人口減少⇒
地域特性や都市計
画の動向を踏まえ、
基盤強化のためのマ

ネジメントが必要

河川
集合処理
（下水道）

下水
処理場

ポンプ場

個別処理
（浄化槽）

既整備区域

分割区域

本体区域

個別処理
（浄化槽）

既整備区域の見直し
（集合処理→個別処理）

未整備区域

ポンプ場

整備効果を考慮して
優先的に整備する未整備区域に選定

（例：居住誘導区域等）個別処理
（浄化槽）
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下水道区域の見直しの手続の明確化

改正概要

改正の背景・必要性

⃝ 人口減少など自然的・経済的・社会的条件を考慮して、下水道区域を廃止・縮小する場合の手続を明確化。
● 下水道を廃止する際は、あらかじめ使用者の同意を得た上で、廃止する区域及び時期を公示。
● 公示した区域では、下水道の廃止前でも下水道への接続義務を適用除外とし、浄化槽への転換工事を可能に。

⃝ 今後、下水道の既整備区域では人口密度の低下に伴い、下水道から浄化槽に転換するニーズが増加することが見込まれる。
⇒ 将来の人口減少等を踏まえた下水道区域の廃止・縮小を行う場合の手続を明確化することが必要

石川県珠洲市
• 能登半島地震により被害が甚大だった下水道区域
の復旧にあたり、浄化槽区域への転換を計画中

静岡県南伊豆町

• 漁業集落排水から浄化槽への転換を実施済み
• 整備済みの下水道区域における浄化槽への転換
に向けて検討を開始

■ 石川県珠洲市における転換の例（若山処理区と宝立処理区）

■仮設浄化槽の設置による応急復旧
（今後、公共浄化槽での本格復旧を予定）

〈自治体における転換のニーズの例〉

【下水道法等の一部を改正する法律】

7



下水道の基盤強化・広域連携の推進

改正概要

＜都道府県による広域連携推進計画の策定 等＞

・連携の対象区域 ・対象区域の下水道の現況・将来の見通し
・具体的な連携方法、必要な施設整備の内容

●現場の自治体職員数が減少する中、小規模団体が単独で維持
管理や災害対応を行うことは困難。

⇒専門人材の確保、災害対応力の強化などの執行体制の強化や、
事業の効率化が期待できる、複数の自治体（下水道管理者）
が一体となった広域連携による事業基盤の強化が必要。

A市
公共
下水道

b市
都市
下水路

（公共下水道）
c町
公共
下水道

維持修繕・改築の権限代行

広域連携推進計画の策定(各都道府県)

A県
流域
下水道

b市
公共
下水道

（公共下水道）

c町
公共
下水道

一部事務組合又は広域連合が運営

国の基本方針を創設

従来の管理者の枠組みを超えた連携制度を拡充

(本来は市町村が管理する)公共
下水道を都道府県（都道府県
加入の一部事務組合等を含む）
が管理できる特例を創設

管理者間の協議により点検・
修繕・改築を他の自治体が
代行できる制度を創設

（連携協力下水道制度）

（取組イメージ）

（取組イメージ）

（広域連携の概念図）

事業運営の
一体化

広
域
連
携

施設の共同化（ハード）
管理の一体化（ソフト）

経営の一体化

事業統合

その他
（災害応援体制、資材共同調達等）

5 
16 

29 

144 

0 100 200

平均職員数（人）1060
173

99

95

04008001200

5万人以下

5～10万人

10～20万人

20万人以上下水道事業体数

（汚水処理人口規模別の平均職員数）

災害・事故時の連携では、都道府県による公共下水道の復旧代行制度を創設するとともに、国・自治体など関係者の
連携協力の責務を明確化
将来の改築のための資金を含む下水道使用料の算定の考え方を明確化
基本方針に基づき、下水道管理者による先端的な技術（ＤＸ）の活用を推進

（会計、料金
原則統一）

（会計、料金は別）

改正の背景・必要性

【下水道法等の一部を改正する法律】
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